
別
表
第
三
第
一
号
の
表
一
般
財
団
法
人
及
び
一
般
社
団
法
人
の
項
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

医
療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査
支
払
機
構

医
療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査
支
払
機
構
法
（
昭
和
二
十

三
年
法
律
第
百
二
十
九
号
）

別
表
第
三
第
一
号
の
表
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
の
項
を
削
る
。

令和年月日 月曜日 (号外特第号)官 報

第
八
条
第
九
項
中
「
第
一
項
に
規
定
す
る
物
品
」
を
「
免
税
対
象
物
品
」
に
、「
第
四
項
」
を
「
第
五
項
」に
改
め
、

同
条
第
十
一
項
中
「
第
三
項
本
文
の
承
認
及
び
」
を
「
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
」
に
、「
並
び
に
同
項
本
文
の
規
定
に

よ
り
直
ち
に
」
を
「
及
び
そ
の
」
に
改
め
、
同
条
第
十
二
項
中
「
第
七
項
に
規
定
す
る
輸
出
物
品
販
売
場
の
許
可
に

関
す
る
事
項
そ
の
他
前
各
項
」
を
「
前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
条
」
に
改
め
る
。

第
十
六
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
個
人
事
業
者
の
山
林
所
得
又
は
譲
渡
所
得
の
基
因
と
な
る
資
産
の
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
資
産
の
譲
渡
等
の

時
期
の
特
例
）

第
十
六
条

個
人
事
業
者
が
所
得
税
法
第
百
三
十
二
条
第
一
項
（
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
所
得
税
額
の
延
納
）
に

規
定
す
る
山
林
所
得
又
は
譲
渡
所
得
の
基
因
と
な
る
資
産
の
延
払
条
件
付
譲
渡
に
該
当
す
る
資
産
の
譲
渡
等
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
延
払
条
件
付
譲
渡
」
と
い
う
。）を
行
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
個
人
事
業
者
（
そ
の
相

続
人
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）が
当
該
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
所
得
税
の
額
の
全
部
又
は
一
部

に
つ
き
同
項
の
延
納
の
許
可
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
延
払
条
件
付
譲
渡
の
う
ち
当
該
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る

賦
払
金
の
額
で
当
該
延
払
条
件
付
譲
渡
を
し
た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
に
お
い
て
そ
の
支
払
の
期
日
が
到
来
し
な

い
も
の
（
当
該
課
税
期
間
に
お
い
て
支
払
を
受
け
た
も
の
を
除
く
。）に
係
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
当
該
個
人
事
業

者
が
当
該
課
税
期
間
に
お
い
て
資
産
の
譲
渡
等
を
行
わ
な
か
つ
た
も
の
と
み
な
し
て
、
当
該
部
分
に
係
る
対
価
の

額
を
当
該
課
税
期
間
に
お
け
る
当
該
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
対
価
の
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
延
払
条
件
付
譲
渡
を
し
た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
に
お
い
て
資
産
の
譲
渡
等
を
行
わ
な
か

つ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
部
分
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
個
人
事
業
者
が
当
該
延
払
条
件
付
譲

渡
に
係
る
賦
払
金
の
支
払
の
期
日
の
属
す
る
各
課
税
期
間
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
当
該
賦
払
金
に
係
る
部
分
の
資
産

の
譲
渡
等
を
行
つ
た
も
の
と
み
な
す
。
た
だ
し
、
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
所
得
税
の
額
に
つ
き
所
得
税
法
第
百

三
十
五
条
第
一
項
（
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
所
得
税
額
の
延
納
の
取
消
し
）
の
規
定
に
よ
り
前
項
の
延
納
の
許

可
が
取
り
消
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
延
納
の
許
可
が
取
り
消
さ
れ
た
日
の
属
す
る
課
税
期
間
以
後
の
課
税
期
間
に

つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
個
人
事
業
者
は
、
当
該
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
課
税
期
間
及
び

前
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
各
課
税
期
間
に
係
る
第
四
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書

（
当
該
申
告
書
に
係
る
国
税
通
則
法
第
十
八
条
第
二
項
（
期
限
後
申
告
）
に
規
定
す
る
期
限
後
申
告
書
を
含
む
。

次
条
第
四
項
及
び
第
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
そ
の
旨
を
付
記
す
る
も
の
と
す
る
。

４

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
個
人
事
業
者
が
死
亡
し
た
場
合
又
は
第
九
条

第
一
項
本
文
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
け
る
延
払
条
件
付
譲
渡
に
係
る
資
産
の
譲
渡
等

の
時
期
の
特
例
そ
の
他
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
印
紙
税
法
の
一
部
改
正
）

第
六
条

印
紙
税
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

別
表
第
三
独
立
行
政
法
人
日
本
学
生
支
援
機
構
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
九
十
四
号
）
第
十
三
条
第
一
項
第
一
号

（
業
務
の
範
囲
）
に
規
定
す
る
学
資
の
貸
与
に
係
る
業
務
に
関
す
る
文
書
の
項
中
「
学
資
の
貸
与
に
」
を
「
学
資
の

貸
与
及
び
支
給
に
」
に
、「
学
資
の
貸
与
を
」
を
「
学
資
の
貸
与
若
し
く
は
支
給
を
」
に
改
め
、
同
表
社
会
保
険
診
療

報
酬
支
払
基
金
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
九
号
）
に
定
め
る
診
療
報
酬
の
支
払
及
び
診
療
報
酬
請
求
書
の

審
査
に
関
す
る
文
書
の
項
中
「
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
法
」
を
「
医
療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査
支
払
機

構
法
」
に
、「
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
又
は
」
を
「
医
療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査
支
払
機
構
又
は
」
に
改

め
、
同
表
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
）
第
百
三
十
九
条
第
一
項
各
号

（
支
払
基
金
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
、
同
法
附
則
第
十
一
条
第
一
項
（
病
床
転
換
助
成
事
業
に
係
る
支
払
基
金
の

業
務
）
に
規
定
す
る
業
務
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
百
六
十
条
第
一
項
各
号
（
支
払
基

金
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
、
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法

律
第
百
十
四
号
）
第
三
十
六
条
の
二
十
五
第
一
項
各
号
（
支
払
基
金
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
及
び
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
七
十
一
条
の
十
五
第
一
項
各
号
（
支
払
基
金
の
業
務
）
に
掲
げ

る
業
務
に
関
す
る
文
書
の
項
中
「
第
百
三
十
九
条
第
一
項
各
号
（
支
払
基
金
」
を「
第
百
三
十
九
条
第
一
項
各
号（
機

構
」
に
、「
係
る
支
払
基
金
」
を
「
係
る
機
構
」
に
、「
介
護
保
険
法
」
を
「
地
域
に
お
け
る
医
療
及
び
介
護
の
総
合
的

な
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
元
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
二
十
四
条
各
号
（
機
構
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業

務
、
介
護
保
険
法
」
に
、「
第
百
六
十
条
第
一
項
各
号
（
支
払
基
金
」
を
「
第
百
六
十
条
第
一
項
各
号（
機
構
」に
、「
支

払
基
金
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
及
び
」
を
「
基
盤
機
構
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
及
び
」に
、「
支
払
基
金
の
業
務
）

に
掲
げ
る
業
務
に
」
を
「
基
盤
機
構
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
に
」
に
、「
社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金
」
を
「
医

療
情
報
基
盤
・
診
療
報
酬
審
査
支
払
機
構
」
に
改
め
、
同
表
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）

第
五
十
六
条
の
五
の
二
（
連
合
会
の
業
務
）
の
規
定
に
よ
る
業
務
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
第
百
五

十
五
条
第
一
項
（
国
保
連
合
会
の
業
務
）
の
規
定
に
よ
る
業
務
、
介
護
保
険
法
第
百
七
十
六
条
第
一
項
第
一
号
及
び

第
二
号
並
び
に
第
二
項
第
三
号
（
連
合
会
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を

総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
九
十
六
条
の
二
（
連
合
会
の
業
務
）
の

規
定
に
よ
る
業
務
に
関
す
る
文
書
の
項
中
「
第
五
十
六
条
の
五
の
二
（
連
合
会
の
業
務
）
の
規
定
に
よ
る
業
務
」
の

下
に
「
、
予
防
接
種
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第
四
十
三
条
第
二
号
及
び
第
三
号
（
同
条
第
二
号
の

業
務
に
係
る
業
務
に
限
る
。）（
連
合
会
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
」
を
加
え
、「
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法

律
」
を
「
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四
十
一
号
）
第
二
十
二
条
の
十
四
各
号
（
連
合
会
の
業
務
）
に
掲

げ
る
業
務
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
」
に
、「
業
務
並
び
に
」
を
「
業
務
、
健
康
増
進
法
（
平
成
十
四

年
法
律
第
百
三
号
）
第
六
十
七
条
の
十
二
第
一
号
及
び
第
三
号
（
同
条
第
一
号
の
業
務
に
係
る
業
務
に
限
る
。）（
連

合
会
の
業
務
）
に
掲
げ
る
業
務
並
び
に
」
に
改
め
る
。

（
国
税
通
則
法
の
一
部
改
正
）

第
七
条

国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
五
条
第
二
項
第
三
号
の
二
中
「
及
び
特
定
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
を
「
、
各
対
象
会
計
年

度
の
国
際
最
低
課
税
残
余
額
に
対
す
る
法
人
税
及
び
各
対
象
会
計
年
度
の
国
内
最
低
課
税
額
に
対
す
る
法
人
税
並
び

に
国
際
最
低
課
税
額
等
に
係
る
特
定
基
準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
及
び
国
内
最
低
課
税
額
に
係
る
特
定
基

準
法
人
税
額
に
対
す
る
地
方
法
人
税
」
に
改
め
る
。

第
十
七
条
第
一
項
中
「
第
六
十
四
条
第
一
項
」
を
「
第
六
十
三
条
第
一
項
」
に
、「
）
に
」
を
「
の
特
例
）
に
」
に

改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
六
十
四
条
第
二
項
に
」
を
「
第
六
十
三
条
第
二
項
に
」
に
改
め
、同
項
た
だ
し
書
中「
第

六
十
四
条
第
二
項
た
だ
し
書
」
を
「
第
六
十
三
条
第
二
項
た
だ
し
書
」
に
改
め
る
。

第
二
十
七
条
の
見
出
し
を「（
税
関
長
の
確
認
を
受
け
た
免
税
対
象
物
品
を
輸
出
し
な
い
場
合
の
納
税
地
）」に
改

め
、
同
条
第
一
項
中
「
第
八
条
第
三
項
本
文
」
を
「
第
八
条
第
六
項
」
に
、「
物
品
」
を
「
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る

免
税
対
象
物
品
」
に
、「
に
規
定
す
る
出
港
地
又
は
住
所
若
し
く
は
居
所
の
所
在
地
」
を
「
の
税
関
長
の
確
認
を
受
け

た
場
所
（
同
条
第
六
項
に
規
定
す
る
免
税
購
入
対
象
者
が
当
該
税
関
長
の
確
認
を
受
け
た
場
所
以
外
の
場
所
か
ら
出

国
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
出
港
地
）」に
改
め
、
同
条
第
二
項
を
削
る
。

第
五
十
九
条
の
二
第
一
項
中
「
電
磁
的
記
録
そ
の
他
の
」
を
「
購
入
記
録
情
報
そ
の
他
の
」
に
、「
を
い
う
」を「
を

い
い
、
こ
の
法
律
そ
の
他
の
消
費
税
に
関
す
る
法
律
（
こ
れ
ら
に
基
づ
く
命
令
を
含
む
。）の
定
め
る
と
こ
ろ
に
従
つ

て
保
存
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
特
定
電
磁
的
記
録
」
と
い
う
。）で
あ
つ
て
そ
の
保
存
が

国
税
の
納
税
義
務
の
適
正
な
履
行
に
資
す
る
も
の
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
要
件
を
満
た
し
て
い
る
場
合
に
お
け

る
当
該
特
定
電
磁
的
記
録
（
当
該
事
業
者
に
よ
り
当
該
特
定
電
磁
的
記
録
の
保
存
が
行
わ
れ
た
日
以
後
引
き
続
き
当

該
要
件
を
満
た
し
て
保
存
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。）を
除
く
」
に
改
め
る
。

第
六
十
五
条
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

正
当
な
理
由
な
く
、第
八
条
第
五
項
の
規
定
に
違
反
し
て
同
項
の
免
税
対
象
物
品
を
輸
出
し
な
か
つ
た
と
き
。
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